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川崎市総合計画 第 2 期実施計画 基本的な考え⽅について 
 

 
川崎市総合計画は、本市がめざす都市像やまちづくりの基本⽬標を定めた「基本構

想」と、基本構想に定める５つの基本政策を体系的に推進するために政策の⽅向性を
明らかにする「基本計画」、これらのビジョン・⽅向性に基づき、中期の具体的な取組や⽬
標を定める「実施計画」で構成されています。平成 29（2017）年度は、第１期実施
計画の最終年度となるため、平成 30（2018）年度から平成 33（2021）年度まで
の４年間を計画期間とする第２期実施計画の策定に向けて、取組を進めています。 

 
この「川崎市総合計画 第 2 期実施計画 基本的な考え⽅」は、第２期実施計画

の策定に向けて、主に計画策定の進捗状況をお⽰しするものです。 
具体的には、第 1 期実施計画での取組を⽰しつつ、これまで継続的に取り組んできた

課題や直⾯する「将来を⾒据えて乗り越えなければならない課題」を改めて整理しながら、
この間の社会環境や都市環境の変化による新たな課題も踏まえた状況の分析等を⾏い、
今後、計画に位置づける各施策の具体的な取組を考える上での課題認識や視点等を
記載しています。 

また、持続可能な⾏財政運営を可能とする「⾏財政改⾰第 2 期プログラム」の検討と
連携しながら、実施計画策定に向けて庁内検討を進め、平成29（2017）年11⽉に
「第 2 期実施計画素案」、平成 30（2018）年 2 ⽉に「第 2 期実施計画案」をとりま
とめ、平成 30（2018）年 3 ⽉中に計画を策定します。 
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総 論 

１ 総合計画の趣旨 

川崎市総合計画（平成 28（2016）年 3 ⽉策定）は、⼦どもたちの笑顔があふれ、⾼齢者や障害者等、
誰もが社会に貢献しながら⽣きがいを持つことができ、産業都市として⼒強く発展し続ける、そのような成⻑と成熟
が調和し、誰もが幸せを感じられる川崎をめざし、「安⼼のふるさとづくり(成熟)」と「⼒強い産業都市づくり(成⻑)」
の調和により、市政をバランスよく進めるために、策定したものです。 

この計画の趣旨に基づき、『成⻑と成熟の調和による持続可能な最幸
※

のまち かわさき』の実現をめざします。 

※「最幸」とは…川崎を幸せのあふれる「最も幸福なまち」にしていきたいという思いを込めて使⽤しています。 
 

２ 計画の構成 

総合計画は、「基本構想」、「基本計画」、「実施計画」の3層構造としており、実施計画のローリングにより、社
会経済状況の変化等に柔軟に対応していきます。 

また、基本構想に掲げるめざす都市像等を実現するために、中⻑期的な課題等を踏まえて、「成⻑」と「成熟」
のまちづくりに向けて、効果的な取組の考え⽅を明らかにする「かわさき 10 年戦略」を設定し、戦略的にまちづくり
を進めていきます。 
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３ 計画期間 

「基本構想」は、今後 30 年程度を展望し、本市がめざす都市像や、まちづくりの基本⽬標、5 つの基本政策を
定めるものです。 

「基本計画」は、今後概ね 10 年間を対象として、「基本構想」に定める 5 つの基本政策を体系的に推進する
ために、23 の政策及び、その⽅向性を明らかにするものです。 
「実施計画」は、これらのビジョン・⽅向性に基づき、中期の具体的な取組を定めるもので、第２期実施計画の計
画期間は平成 30(2018)年度から平成 33(2021)年度の４か年となります。 
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４ 基本構想で掲げる「めざす都市像」及び「まちづくりの基本⽬標」等 
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 生命を守り生き
生きと暮らすこと
ができるまちづくり

1 災害から生命を
守る

2 安全に暮らせる
まちをつくる

3 水の安定した
供給・循環を
支える

4 誰もが安心して
暮らせる地域の
つながり・しくみ
をつくる

5 確かな暮らしを
支える

6 市民の健康を
守る

2 子どもを安心して
育てることのできる
ふるさとづくり

1 安心して子育て
できる環境を
つくる

2未来を担う人材
を育成する

3 生涯を通じて
学び成長する

3 市民生活を豊か
にする環境づくり

1 環境に配慮した
しくみをつくる

2 地域環境を守る

3 緑と水の豊かな
環境をつくりだす

4 活力と魅力あふ
れる力強い都市
づくり

1 川崎の発展を
支える産業の
振興

2 新たな産業の
創出と革新的な
技術による生活
利便性の向上

3 生き生きと働き
続けられる環境
をつくる

4 臨海部を活性化
する

5 魅力ある都市
拠点を整備する

6 良好な都市環境
の形成を推進
する

7 総合的な交通
体系を構築する

8 スポーツ・文化
芸術を振興する

9 戦略的なシティ
プロモーション

5 誰もが生きがいを
持てる市民自治の
地域づくり

1 参加と協働に
より市民自治を
推進する

2 人権を尊重し
共に生きる社会
をつくる

５つの基本政策と 23 の政策

※「最幸」とは‥川崎を幸せのあふれる
「最も幸福なまち」にして
いきたいという思いを込
めて使⽤しています。 

めざす都市像 

「成長と成熟の調和による持続可能な最幸のまち かわさき」 

まちづくりの基本目標 

「安心のふるさとづくり」            「力強い産業都市づくり」  

政 策 体 系 

基 

本 

構 

想 

基 

本 

計 

画 

※23 の政策の下に、「実施計画」に位置づけられた 73 の「施策」と 600〜700 の「事務事業」が連なります。 
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５ 計画策定にあたっての基本認識 

 

（１）将来を⾒据えて乗り越えなければならない課題 
① 少⼦⾼齢化の更なる進展、⼈⼝減少への転換、⽣産年齢⼈⼝の減少  

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

総合計画では、「将来を⾒据えて乗り越えなければならない課題」にいち早く対応するとともに、「積
極的に活⽤すべき川崎のポテンシャル」を最⼤限に活⽤し、「新たな⾶躍に向けたチャンス」を的確に捉
え、取組を進めることとしています。 

第 2 期実施計画の策定に向けては、こうした継続した課題を改めて整理した上で、第１期実施計
画策定以後に⽣じた社会環境や都市環境の変化による新たな課題の状況を分析しながら、各施策
に位置づける具体的な取組の検討を進めます。 
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② ⾼齢者を取り巻く環境の変化 

 
 

 



 

8 
 

 

 
 

 



 

9 
 

③ ⼦ども・若者を取り巻く環境の変化 
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④ ⼀⼈ひとりが尊重され、能⼒を発揮できる環境づくり 
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⑤ 都市インフラの⽼朽化と有効活⽤ 
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⑥ 産業経済を取り巻く環境変化 

 
 

 

世界のＧＤＰに占める⽐率の推移

新興国の経済成⻑等により、⽇本のGDPシェア（名⽬）は20年間で約3分の1になっている。

資料︓IMF, World Economic Outlook Database, April 
2017
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海外現地法⼈企業数・従業者数の推移（全国）

⽇本企業の海外⼦会社等を指す「海外現地法⼈」は、企業数・常時従業者数ともに、10年
間で⼤幅に増加しており、⽇本企業の海外進出が進んでいる。

資料︓海外事業活動基本調査（経済産業省）
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市内総⽣産の推移

市内総⽣産は5.4兆円（平成26（2014）年度、名⽬）で、全国の1.1％、県の17.7％を
占める。10年間の成⻑率は、国、県を上回る⽔準で推移している。

資料︓川崎市市⺠経済計算

１０年前より５％⾼い
（国・県より⾼い）

市内総⽣産 約５兆円
（製造業の割合が最も⾼く、
約１兆円を占める）

※ 市内総⽣産︓市内の⽣産活動によって⽣み出された付加価値額の合計（⽣産の過程で必要となった中間投⼊の額を除く）
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10年間で、市内の事業所数は588所（32.0％）、従業者数は8,112⼈（14.4％）減っ
ており、 産業集積の維持・強化が課題となっている。

資料︓⼯業統計調査
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⑦ 災害対策や環境問題などの重要な課題 
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⑧ 市⺠の主体的な取組を促し、地域でお互いに助け合うしくみの強化 

 
  

多様な主体の協働・連携による地域課題の解決

都市化の進⾏によりコミュニティの質が変容する中でも、少⼦⾼齢化の進展などによる地域課題
や多様な市⺠ニーズに的確に対応するためには、市⺠や多様な主体と⾏政が⼀体となって、こ
れからのありたい地域社会を共に創造する市⺠共創の地域づくりが必要となる。
●町内会・⾃治会を取り巻く環境変化

・本市の町内会・⾃治会への加⼊率は62.1%（2017（平成29）年4⽉現在）、町内会・⾃治会の活動に「良く参加している」は
3％、「たまに参加している」は14％（2016（平成28）年市⺠アンケート）となるなど、都市化の進⾏によりコミュニティの質が
変容し、町内会・⾃治会の抱える事情も様々となっており、そうした個別状況に応じた適切な活性化⽀援策が求められる。

・その⼀⽅で、⾮常に多岐にわたる分野の⾏政への各種委員等の推薦や、⾏政情報に関する広報などの⾏政依頼事務は従前のままと
なっていることが、町内会・⾃治会への過⼤な負荷となっており、このことへの抜本的な対応が課題となっている。

●互助の⼟壌作りの必要性
・65歳以上の⾼齢単⾝者は57,959⼈で、⽼年⼈⼝の5⼈に1⼈となり、5年間で23%増加している (2015（平成27）年国勢調査)。

2040（平成52）年の⾼齢化率は29%(2017（平成29）年川崎市⼈⼝推計)と推計されており、地域での⾒守りや防災について互助
の⼟壌作りが不可⽋となっている。

●気軽な参加のきっかけ、⾝近な活動の場の必要性
・社会活動・地域活動に「関⼼がある」は38%、「参加している」は22%となっているが、社会活動・地域活動に参加しない理由と

して「きっかけがない」は48% (2014（平成26）年川崎市市⺠⾃治の実態等に関する調査)であり、気軽な参加のきっかけづくり
や⾝近な活動の場が求められる。

●中間⽀援機能強化の必要性
・地域活動や市⺠活動について、求められる⽀援をより⼀層充実するための市内の中間⽀援機能の強化のほか、市⺠主導型の中間⽀援

組織が機能するような環境整備や区の中間⽀援機能の強化が課題となっている。

●区における参加と協働の取組のあり⽅検討
・区⺠会議やまちづくり推進組織について、⼩さな単位での課題解決や実践活動との連携のしくみや持続的な組織運営などに課題があ

り、区における中間⽀援機能整備と併せた検討が必要となる。（「川崎市共に⽀え合う地域づくり検討委員会」報告書）

●⾏政の対応の遅れと市⺠主導の新たなソーシャル・ムーブメント
・参加と協働の取組を進めてきたが、現在の区⺠会議やまちづくり推進組織については制度導⼊から10年以上経過したが、こうした

取組が現状に即しているかといった検証が⾏われていない。その⼀⽅で、本市が進める取組以外にも、SNSなどを活⽤した市⺠主導
のしなやかなで⾃由なつながりによる社会的な活動が広がりを⾒せている。

資料︓「(仮称)今後のコミュニティ施策の基本的考え⽅」検討⽅針
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⑨ 労働環境の改善と⽣産性向上の⼀体的な実現に向けた「働き⽅改⾰」の推進 

 
 

 



 

22 
 

（２）積極的に活⽤すべき川崎のポテンシャル 
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主要企業と研究開発機関の⽴地状況

約400の研究開発機関が⽴地し、新川崎地区やキングスカイフロント等の研究開発機関集積
地区を有するなど、産業振興・イノベーションを推進する基盤がある。

1

2

3

4

5

6

8

9

サントリー（商品開発センター）

東京応化工業（本社）
NEC（事業場、中央研究所）

三菱重工フォークリフト&
エンジンターボHD（本社）

ユニキャリア（本社・グローバル
R&Dセンター）

富士通（研究所）

メルセデス・ベンツR&D 川崎
（研究開発・知的財産管理）

マイコンシティ（南黒川）

ミツトヨ（本社）

クノール食品（本社・研究所）

キヤノン（事業所）

三菱化工機（本社）

昭和電工（事業所、融合製品開発研究所）

東芝
（研究開発センター）

キヤノン（事業所）

デイ・シイ（工場・技術センター）

第一高周波工業（工場、技術部）

日油（工場）

ANAケータリングサービス

日本触媒（製造所）

富士通ゼネラル
（本社）

1
 ハリウッド（研究所、工場）

 神奈川科学技術アカデミー

 日本ロレアル
（リサーチ&イノベーションセンター）

 ハーゲンダッツ（R&Dセンター）

 デュポン（エレクトロニクスセンター）

4

日本ゼオン
（工場、総合開発センター）

味の素（事業所、工場、研究所）

D&Mホールディングス（本社）

新エネルギー・産業技術総合開発機構

旭化成ケミカルズ
（製造所）

JXTGエネルギー
（工場、中央技術研究所）

NUC
（工業所、研究開発部）

専修大学

7富士通
（本店、工場）

富士通研究所
（本社）

長谷川香料
（総合研究所）

三菱ふそうトラック・バス
（製作所、技術センター）

キヤノン（事業所）

聖マリアンナ医科大学

マイコンシティ（栗木）2
 キヤノンアネルバ（本社）

 JCU（総合研究所）

 e・オータマ（試験所）

 商船三井（技術研究所）

明治大学
地域産学連携研究センター

3

かながわサイエンスパーク KSP

 慶應義塾大学新川崎先端研究教育
連携スクエア

 4大学ナノ・マイクロファブリケーショ
ンコンソーシアム

 日本アイ・ビー・エム（研究所）

5
新川崎・創造のもり
K2タウンキャンパス
KBIC NANOBIC

ソリッドスクエアビル6
 エクサ（本社）

 デル（本社）

 ノキア（R&Dセンター）

 JFEスチール（研究所）

7
テクノハブイノベーション
THINK

ゼロ・エミッション
工業団地

8

 実験動物中央研究所
（再生医療・

新薬開発センター）

 川崎生命科学・
環境研究センター（LiSE）

– 環境総合研究所

– 健康安全研究所

 ジョンソンエンド・ジョンソン
（サイエンスセンター）

 ナノ医療イノベーションセ
ンター（iCONM）

 ライフイノベーションセン
ター

9
殿町3丁目地区
（KING SKYFRONT）

日本電産中央モーター
基礎技術研究所

黒田精工（本社）

東芝スマートコミュニティセンター
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（３）新たな⾶躍に向けたチャンス 
  ① 国の成⻑戦略 
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② ⾸都圏の活⼒（東京 2020 オリンピック・パラリンピック） 

 
 

 

0 10 20 30 40 50 60 70

安全・安心な社会

おもてなしの心などの日本的価値観

伝統的な文化・芸術

自然美，景観のよさ

食文化

東日本大震災から復興した姿

地域の魅力

高い競技力やスポーツ文化

最先端の科学技術

経済活力

0 10 20 30 40 50

障がい者への理解の向上

スポーツ（障がい者スポーツを含む）の振興

空港・鉄道・道路などの交通インフラの利便性向上

バリアフリーの導入など，すべての人に優しい街づくりの促進

観光客の増加

選手の競技力の向上

日本人の国際化・マナーの向上

地域の活性化

経済波及効果や雇用の創出

競技場などの施設の整備

東京2020オリンピック・パラリンピックへの期待
世論調査によると、東京2020⼤会に向けては、障害者への理解の向上や、スポーツの振興な
どが期待されており、本市の「かわさきパラムーブメント」の理念につながる、⼈々の意識や社会
環境のバリアを取り除き、誰もが社会参加できる環境の創出が求められている。

東京2020オリンピック・パラリンピック開催で期待される効果

(%)

世界に対して⽇本の何を発信するか

資料：内閣府「東京オリンピック・パラリンピックに関する世論調査」（平成27(2015)年6月）
※上位10項目を掲載

(%)

１位 障がい者への理解
２位 スポーツ振興
３位 交通インフラ

１位 安全安心な社会
２位 日本的価値観
３位 伝統文化・芸術
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